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           株 式 会 社   く ろ が ね や  

 

 

貸  借  対  照  表 

（平成 17 年５月 15 日現在） 

（単位：千円） 

資  産  の  部 負  債  の  部 

【流 動 資 産】  3,651,963 【流 動 負 債】  4,586,122  

 現 金 ・ 預 金  474,265  支 払 手 形  128,202  

 売 掛 金  41,335  買 掛 金  2,760,988  

 商 品  2,864,024  短 期 借 入 金  1,244,000  

 貯 蔵 品  2,059  未 払 金  160,597  

 前 渡 金  2,799  未 払 費 用  165,986  

 前 払 費 用  51,900  未 払 法 人 税 等  47,204  

 繰 延 税 金 資 産  48,556  前 受 金  22,749  

 未 収 入 金  99,773  そ の 他 流 動 負 債  56,394  

 そ の 他 流 動 資 産  67,271 【固 定 負 債】  2,057,199  

 貸 倒 引 当 金  △22  長 期 借 入 金  1,339,000  

【固 定 資 産】  11,128,685  長 期 預 り 金  607,447  

 〔 有 形 固 定 資 産 〕  8,663,721  繰 延 税 金 負 債  84,094  

 建 物  3,869,767  退 職 給 付 引 当 金  26,657  

 構 築 物  846,994 負 債 の 部 合 計  6,643,322  

 車 両 運 搬 具  494     

 什 器 備 品  77,301 資  本  の  部 

 土 地  3,681,995 【資 本 金】  2,411,649  

 建 設 仮 勘 定  187,168 【資本剰余金】  2,465,863  

 〔 無 形 固 定 資 産 〕  218,907  資 本 準 備 金  2,465,839  

 借 地 権  183,250  そ の 他 資 本 剰 余 金  23  

 ソ フ ト ウ ェ ア  20,134  自己株式処分差益  23  

 電 話 加 入 権  8,498 【利益剰余金】  3,336,012  

 施 設 利 用 権  7,023  利 益 準 備 金  155,671  

 〔投資その他の資産〕  2,246,055  任 意 積 立 金  220,187  

 投 資 有 価 証 券  434,894  退 職 積 立 金  21,650  

 長 期 前 払 費 用  57,323  圧 縮 積 立 金  54,796  

 敷 金 保 証 金  1,685,378  別 途 積 立 金  143,741  

 保 険 積 立 金  67,999  当 期 未 処 分 利 益  2,960,152  

 その他投資その他の資産  23,510 【株式等評価差額金】  111,021  

 貸 倒 引 当 金  △23,050 【自己株式】  △187,219  

   資 本 の 部 合 計  8,137,325  

資 産 の 部 合 計  14,780,648 負 債 及 び 資 本 の 部 合 計  14,780,648  
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損  益  計  算  書 

自 平成 16 年５月 16 日 

至 平成 17 年５月 15 日 

（単位：千円） 

  営 業 収 益    16,273,543

 営  商 品 売 上 高   15,928,163  

 業  不 動 産 賃 貸 収 入   345,380  

 損 営 業 費 用    16,033,139

経 益  商 品 売 上 原 価   12,243,462  

 の  不動産賃貸収入原価   205,736  

常 部  販売費及び一般管理費   3,583,940  

  営 業 利 益    240,403

損  営 業 外 収 益    99,336

   受 取 利 息 配 当 金   7,502  

益 営  有 価 証 券 売 却 益   21,408  

 業  受 取 事 務 手 数 料   33,709  

の 外  投資事業組合運用益   27,564  

 損  そ の 他 営 業 外 収 益   9,151  

部 益 営 業 外 費 用    29,421

 の  支 払 利 息   20,554  

 部  有 価 証 券 売 却 損   4,281  

   そ の 他 営 業 外 費 用   4,585  

  経 常 利 益    310,318

特  特 別 損 失    3,883

別   固 定 資 産 除 却 損   2,653  

損   貸 倒 引 当 金 繰 入 額   1,230  

益       

の       

部       

  税 引 前 当 期 純 利 益    306,434

  法人税、住民税及び事業税   162,997  

  法 人 税 等 調 整 額   △28,617  134,380

  当 期 純 利 益    172,054

  前 期 繰 越 利 益    2,865,480

  中 間 配 当 額    77,381

  当 期 未 処 分 利 益    2,960,152
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（重要な会計方針） 

１． 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

        時価のあるもの        決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法により処理し、売却 

                       原価は移動平均法により算出） 

        時価のないもの        移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類す

る組合への出資（証券取引法第２条第２項に

より有価証券とみなされるもの）については、

組合契約に規定される決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当

額を純額で取り込む方法によっております。 

 

  ２．デリバティブの評価基準及び評価方法  時価法 

 

  ３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

        商   品          売価還元原価法 

        貯 蔵 品          最終仕入原価法 

 

  ４．固定資産の減価償却の方法 

        有形固定資産         定率法 

                       ただし、平成 10 年４月１日以降取得した建物

（建物附属設備を除く）については定額法 

                       なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

                       建 物    15 年～34 年 

                       構築物    10 年～20 年 

        無形固定資産         定額法 

 

  ５．引当金の計上基準 

        貸倒引当金          債権の貸倒による損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

        退職給付引当金        従業員の退職給付に備えるため、当期末にお 

                       ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当期末において発生していると認めら

れる額を計上しております。 
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  ６．リース取引の処理方法         リース物件の所有権が借主に移転すると認め 

                       られるもの以外のファイナンス・リース取引 

                       については、通常の賃貸借取引に係る方法に 

                       準じた会計処理によっております。 

 

  ７．ヘッジ会計の方法 

（１） ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たす金利スワップについて特例処理を採用しております。 

（２） ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・・長期借入金 

（３） ヘッジ方針 

ヘッジ対象に係る債務の残高の範囲内で金利上昇リスクを回避する目的でのみ金

利スワップ取引を利用することとしております。 

（４） ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

 

８．消費税等の処理方法          税抜方式を採用しております。 

 

 

（表示方法の変更） 

  「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成 16 年法律第 97 号）が平成 16 年６月９日に公

布され、平成 16 年 12 月１日より適用となること及び「金融商品会計に関する実務指針」（会

計制度委員会報告第 14 号）が平成 17 年２月 15 日付で改正されたことに伴い、当期から投

資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（証券取引法第２条第２項により有価証

券とみなされるもの）を投資有価証券として表示する方法に変更いたしました。なお、当期

の投資有価証券に含まれる当該出資の額は 19,541 千円であります。 

 

 

（追加情報） 

  「地方税法等の一部を改正する法律」（平成 15 年法律第９号）が平成 15 年３月 31 日に公布

され、平成 16 年４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当期から「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（平成16年２月13日企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い、

法人事業税の付加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上しております。 

   この結果、販売費及び一般管理費が、19,441 千円増加し、営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益が、同額減少しております。 
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（貸借対照表関係 注記） 

１．有形固定資産の減価償却累計額                         ４，６６７，３７２千円 

 

２．リース契約により使用する固定資産 

    貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機及びその周辺機器一式、店舗用什 

器備品、その他の事務用機器の一部については、リース契約により使用しております。 

 

３．担保に供している資産           建     物                  ２１２，０２４千円 

                                   土     地                  ４４９，６１５千円 

 

４．配当制限 

  商法施行規則第 124 条第 3 号に規定する時価を付したことにより増加した純資産額は 

108,646 千円であります。 

 

５．記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

（損益計算書関係 注記） 

１．１株当たり当期純利益                   １３円６４銭 

 

   １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

   当期純利益                    １７２，０５４千円 

   普通株主に帰属しない金額              ２１，２７０千円 

   （うち利益処分による役員賞与金）           ２１，２７０千円 

   普通株式に係る当期純利益             １５０，７８４千円 

   期中平均株式数                   １１，０５４千株 

 

２．記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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（退職給付会計関係 注記） 

１．採用している退職給付制度の概要 

   昭和59年10月より全従業員を対象として適格退職年金制度を全部採用しております。

また、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があります。 

 

  ２．退職給付債務に関する事項 

   ①退職給付債務                  ６１，９７３千円 

   ②年金資産                    ３５，３１５千円

   ③退職給付引当金                 ２６，６５７千円 

 

３．退職給付費用に関する事項 

   ①退職給付債務の増加額               ６，５９２千円 

   ②年金資産の減少額                    ６０千円  

   ③退職給付費用                   ６，６５２千円  
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（税効果会計関係 注記） 

 

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳   

    

  （流動の部）  

  繰延税金資産  

       未払事業税 5,209 千円  

棚卸資産 15,669 千円  

未払賞与 25,142 千円  

その他 2,535 千円  

繰延税金資産合計 48,556 千円  

  （固定の部）  

  繰延税金資産  

       貸倒引当金 9,261 千円  

       退職給付引当金 10,710 千円  

       その他 4,687 千円  

             繰延税金資産合計 24,659 千円  

  繰延税金負債  

       固定資産圧縮積立金 34,183 千円  

       株式等評価差額金 74,570 千円  

繰延税金負債合計 108,753 千円  

繰延税金負債の純額 84,094 千円  

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

 

 

差異の原因となった主な項目別の内訳  

法定実効税率 

（調整） 

住民税均等割等 

交際費等永久に損金に参入されない項目 

受取配当金等永久に益金に参入されない項目 

その他 

40.18％

 

3.01％

0.36％

△0.28％

0.58％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.85％

           

           

           

           

           

           

           

 

 


